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ライド）事件・最三小判平 17.1.25 労判 885 号５頁））。
　②　労働基準法の賃金保護
　労働基準法は賃金が確実に労働者の手元にわたるように 24条で賃金支払に



































と解されています：日新製鋼事件・最二小判平 2.11.26 民集 44 巻８号 1085 頁、


































































地判平 19.3.26 労判 943 号 41 頁、②使用者が一方的決定権限を有するために
は就業規則に規定された制度が合理的であって明示され、その内容が公正な
場合に限られるとされた例として、日本システム研究所事件・東京高判平







































瓦斯工業事件・大阪高判昭 59.11.29 労民集 35 巻６号 641 頁、トヨタ工業事件・
47 － 賃金・労働時間をめぐる法律問題（三井）
− 162 −
東京地判平 6.6.28 労判 655 号 17 頁、退職金の賃金後払的性格も併せて考慮し
３割の支払を認めた例として、小田急電鉄（退職金請求）事件・東京高判平






















（年金減額）事件・大阪高判平 18.11.28 労判 930 号 13 頁、松下電器産業グルー
プ（年金減額）事件・大阪高判平 18.11.28 労判 930 号 26 頁、早稲田大学（年
金減額）事件・東京高判平 21.10.29 労判 995 号５頁）。











労働基準法 32 条は法定労働時間として１週間 40 時間、１日８時間の原則を
定め、使用者がこの限度を超えて労働者を働かせた場合には刑罰を加える（労




小判平 12.3.9 労判 778 号８頁）の立場です。作業を行うのに必要不可欠な準
備作業時間、待機しておけと命じられてはいるが仕事はしていない手待ち時
間（すし処「杉」事件・大阪地判昭 56.6.17 労経速 109 号３頁）、仮眠室で夜
寝てはいるが電話が鳴ったり突発が起こったりすれば対応しなければならな
いガードマンの仮眠時間（大星ビル管理事件・最一小判平 14.2.28 労判 822 号
５頁）やマニュアルで指示されたマンションの管理人の不活動待機時間（大
林ファシリティーズ（オークビルサービス）事件・最二小判平 19.10.19 判時
































































関するほるぷ事件・東京地判平 8.9.1 労判 722 号 62 頁、派遣海外ツアーコン
ダクターに関する阪急トラベルサポート（添乗員・第２）事件・最二小判平



























































































































































































































て労働基準法 39 条が改正され、使用者は 10 日以上の年休が付与される労働
者に対し５日について毎年時季を指定して年休を与えなければならないこと
になりました（同条７項）。
　④　育児介護休業法
　育児介護休業法が育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇などを定
めるとともに、育児・介護に関してワーキングライフと私生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）を図るべく様々な施策を設けており、少子高齢化時代にお
いて育児・介護に関して総合的に労働者の就労を援助する法律へと向けて順
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− 174 −
次法改正が積み重ねられてきています。なお、この法律は何度も改正を繰り
返してきていますが、特に 2009 年改正においてパパママ育休プラスなど夫婦
で育児休業の取得を促進するための規定が設けられたことが注目されます。
